
 

議案第４４号 

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年２月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市生活環境の保全に関する条例（平成２０年さいたま市条例第４６号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （夜間営業騒音等の規制）  （夜間営業騒音等の規制） 
第５５条 夜間において次に掲げる営業を行う者は、

当該営業に係る夜間における騒音について、規則 
で定める区域の区分ごとに規則で定める基準を超 
える騒音を発生し、又は発生させてはならない。 

第５５条 夜間において次に掲げる営業を行う者は、

当該営業に係る夜間における騒音について、規則 
で定める区域の区分ごとに規則で定める基準を超 
える騒音を発生し、又は発生させてはならない。 

   ［略］   ［略］ 
    喫茶店営業（食品衛生法施行令第３５条第２

号に掲げるものをいう。） 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   公衆浴場営業（さいたま市公衆浴場法施行条

例（平成２４年さいたま市条例第７８号）第５

条第２項に規定する公衆浴場のうち、保養又は

休養のための施設を有するものにおいて行うも

のに限る。） 

   公衆浴場営業（公衆浴場法施行条例（平成２

０年埼玉県条例第１９号）第５条第２項に規定

する公衆浴場のうち、保養又は休養のための施

設を有するものにおいて行うものに限る。） 

   ［略］ 
２ ［略］ 
 

   ［略］ 
２ ［略］ 

 （定義） 
第６０条 この節において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
 ・  ［略］ 

 （定義） 
第６０条 この節において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
  ・  ［略］ 



 

   元請業者 建築物その他の工作物（以下この

節において「建築物等」という。）を解体し、

改造し、又は補修する作業を伴う建設工事（以

下この節において「解体等建設工事」という。

）を施工しようとする者で、当該解体等建設工

事（他の者から請け負ったものを除く。）を発

注する者（以下この節において「発注者」とい

う。）から直接請け負うものをいう。 
 
 
 
 （解体等建設工事に係る事前調査及び説明等） 
第６１条 元請業者は、石綿含有建築材料の使用の 

有無その他の規則で定める事項について、規則で 
定めるところにより調査を行うとともに、発注者 
に対し、当該調査の結果について、規則で定める 
事項を記載した書面を交付して説明しなければな 
らない。この場合において、解体等建設工事が石 
綿排出等工事に該当するときは、規則で定める事 
項を書面に記載して、これらの事項について説明 
しなければならない。 

２ 発注者は、元請業者が行う前項の調査に要する

費用を適正に負担することその他当該調査に関し

必要な措置を講じることにより、当該調査に協力

しなければならない。 
 

３ 元請業者は、規則で定めるところにより、第１

項の規定による調査に関する記録を作成し、当該

記録及び同項に規定する書面の写しを保存しなけ

ればならない。 
４ 自主施工者（解体等建設工事を請負契約によら 

ないで自ら施工する者をいう。以下この節におい 
て同じ。）は、解体等建設工事が石綿排出等工事 
に該当するか否かについて、第１項の規則で定め 
る方法による調査を行うとともに、前項の規則で 
定めるところにより、当該調査に関する記録を作 
成し、これを保存しなければならない。 

５ 元請業者又は自主施工者は、第１項又は前項の

規定による調査に係る解体等建設工事を施工する

ときは、第３項又は前項に規定する記録の写しを

当該解体等建設工事の現場に備え置かなければな

らない。 
 

（事前調査の結果の掲示等） 
第６２条 前条第１項又は第４項の規定による調査

を行った者は、当該調査の結果、石綿含有建築材

料の使用が確認されたときは、当該使用が確認さ

れた建築物等に係る石綿排出等工事に着手する日

の７日前から当該石綿排出等工事が完了するまで

の間、規則で定めるところにより、当該調査の結

   受注者 建築物その他の工作物（以下この節 
において「建築物等」という。）を解体し、改 
造し、又は補修する作業を伴う建設工事（当該 
建設工事が石綿排出等工事に該当しないことが 
明らかなものとして規則で定めるものを除く。 
以下この節において「解体等建設工事」という。

）を施工しようとする者で、当該建設工事（他 
の者から請け負ったものを除く。）を発注する 
者（以下この節において「発注者」という。） 
から直接請け負う者をいう。 

 
 （解体等建設工事に係る事前調査及び説明等） 
第６１条 受注者は、石綿含有建築材料の使用の有

無その他の規則で定める事項について、規則で定

めるところにより調査を行うとともに、当該解体

等建設工事の発注者に対し、当該調査の結果につ

いて、規則で定める事項を記載した書面を交付し

て説明しなければならない。この場合において、

当該解体等建設工事が石綿排出等工事に該当する

ときは、規則で定める事項を書面に記載して、こ

れらの事項について説明しなければならない。 
２ 前項前段の場合において、解体等建設工事の発

注者は、当該解体等建設工事の受注者が行う同項

の調査に要する費用を適正に負担することその他

当該調査に関し必要な措置を講じることにより、

当該調査に協力しなければならない。 
 
 
 
 
３ 解体等建設工事を請負契約によらないで自ら施

工する者（以下この節において「自主施工者」と

いう。）は、当該解体等建設工事が石綿排出等工

事に該当するか否かについて調査を行わなければ

ならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（事前調査の結果の掲示等） 

第６２条 前条第１項又は第３項の規定による調査

を行った者は、当該調査の結果、石綿含有建築材

料の使用が確認されたときは、当該使用が確認さ

れた建築物等に係る石綿排出等工事に着手する日

の７日前から当該石綿排出等工事が完了するまで

の間、規則で定めるところにより、当該調査の結



 

果その他規則で定める事項を当該石綿排出等工事

の現場において公衆に見やすいように掲示すると

ともに、その内容を工事関係者に周知し、石綿飛

散防止対策の徹底を指示しなければならない。 
２ 前条第１項又は第４項の規定による調査を行っ

た者は、当該調査の結果、石綿含有建築材料の使

用が確認されなかったときは、当該解体等建設工

事の着手日から完了日までの間、規則で定めると

ころにより、当該調査の結果その他規則で定める

事項を当該解体等建設工事の現場において公衆に

見やすいように掲示しなければならない。 
 

（作業実施基準） 
第６３条 市長は、石綿含有建築材料の種類及び石

綿排出等作業の種類ごとに、石綿排出等作業の方

法及び石綿排出等作業の場所から大気中に排出さ

れ、又は飛散する石綿の濃度の測定に関する基準

として、石綿排出等作業に係る基準（以下この節

において「作業実施基準」という。）を規則で定

めるものとする。 
 
 （作業実施基準及び敷地境界基準の遵守義務等） 
第６５条 石綿排出等工事の元請業者若しくは当該 

石綿排出等工事の全部若しくは一部（石綿排出等 
作業を伴うものに限る。以下この節において同じ。

）を請け負った他の者（その請け負った石綿排出 
等工事が数次の請負契約によって行われるときは、

当該他の者の請負契約の後次の全ての請負契約の 
当事者である請負人を含む。以下この節において 
「下請負人」という。）又は自主施工者は、作業 
実施基準及び敷地境界基準を遵守しなければなら 
ない。 

２ 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定した石

綿排出等工事の元請業者若しくは下請負人又は自

主施工者は、当該石綿の濃度が敷地境界基準を超

えたことを確認したときは、直ちに、その測定結

果を市長に報告しなければならない。 
 

（石綿濃度の測定計画の提出等） 
第６６条 ［略］ 
２ 石綿排出等作業の元請業者は、発注者に対し、

測定計画について、規則で定めるところにより、

書面を交付して説明しなければならない。 
 
 （石綿排出等作業完了報告書の提出等） 
第６７条 ［略］ 
２ 石綿排出等作業の元請業者は、発注者に対し、

測定結果及び実施状況について、規則で定めると

ころにより、書面を交付して説明しなければなら

ない。 

果その他規則で定める事項を当該石綿排出等工事

の場所において公衆に見やすいように掲示すると

ともに、その内容を工事関係者に周知し、石綿飛

散防止対策の徹底を指示しなければならない。 
２ 前条第１項又は第３項の規定による調査を行っ

た者は、当該調査の結果、石綿含有建築材料の使

用が確認されなかったときは、当該解体等建設工

事の着手日から完了日までの間、その旨を当該解

体等建設工事の場所において公衆に見やすいよう

に掲示しなければならない。 
 
 
 （作業実施基準） 
第６３条 市長は、石綿排出等作業の種類ごとに、

石綿排出等作業の方法及び石綿排出等作業の場所

から大気中に排出され、又は飛散する石綿の濃度

の測定に関する基準として、石綿排出等作業に係

る基準（以下この節において「作業実施基準」と

いう。）を規則で定めるものとする。 
 
 
 （作業実施基準及び敷地境界基準の遵守義務等） 
第６５条 石綿排出等工事を施工する者は、作業実

施基準及び敷地境界基準を遵守しなければならな

い。 
 
 
 
 
 
 
 
２ 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定した石

綿排出等工事を施工する者は、当該石綿の濃度が

敷地境界基準を超えたことを確認したときは、直

ちに、その測定結果を市長に報告しなければなら

ない。 
 
（石綿濃度の測定計画の提出等） 

第６６条 ［略］ 
２ 石綿排出等作業の受注者は、発注者に対し、測

定計画について、規則で定めるところにより、書

面を交付して説明しなければならない。 
 
 （石綿排出等作業完了報告書の提出等） 
第６７条 ［略］ 
２ 石綿排出等作業の受注者は、発注者に対し、測

定結果及び実施状況について、規則で定めるとこ

ろにより、書面を交付して説明しなければならな

い。 



 

 
（勧告） 

第６８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、これらの行為を行うべきことを勧告する

ことができる。 
  元請業者が第６１条第１項の規定による調査 
 を行っていないとき。 
  自主施工者が第６１条第４項の規定による調 
査を行っていないとき。 

  元請業者又は自主施工者が第６１条第５項の  

規定による備置きを行っていないとき。 
  石綿排出等工事の元請業者又は自主施工者が 
第６２条第１項の規定による掲示を行っていな 
いとき。 

  石綿排出等工事の元請業者若しくは下請負人 
 又は自主施工者が第６５条第２項の規定による 
報告を行っていないとき。 

  ［略］ 
２ ［略］ 
３ 市長は、石綿排出等工事の元請業者若しくは下 

請負人又は自主施工者が当該石綿排出等工事にお 
いて作業実施基準又は敷地境界基準を遵守してい 
ないと認めるときは、その者に対し、期限を定め 
て、作業実施基準に従うべきことを勧告し、又は 
当該石綿排出等作業の一時停止を勧告することが 
できる。 
 

 （発注者等の配慮） 
第７０条 発注者は、元請業者に対して、設計図書

の提供その他の解体等建設工事に係る建築物等に

おける石綿含有建築材料の使用の状況に関する情

報の提供に努めなければならない。 
 
２ 石綿排出等工事の発注者は、当該石綿排出等工

事の元請業者に対し、施工方法、工期、工事費そ

の他当該石綿排出等工事の請負契約に関する事項

について、作業実施基準又は敷地境界基準の遵守

を妨げるおそれのある条件を付さないように配慮

しなければならない。 
３ 前項の規定は、石綿排出等工事の元請業者が当

該石綿排出等工事の全部又は一部を他の者に請け

負わせるとき及び下請負人が当該石綿排出等工事

の全部又は一部を更に他の者に請け負わせるとき

について準用する。 

 
（勧告） 

第６８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、これらの行為を行うべきことを勧告する

ことができる。 
  受注者が第６１条第１項の規定による調査を 
行っていないとき。 

  自主施工者が第６１条第３項の規定による調 
査を行っていないとき。 

 
 
  受注者又は自主施工者が第６２条第１項の規 
定による掲示を行っていないとき。 
 

  石綿排出等工事を施工する者が第６５条第２ 
項の規定による報告を行っていないとき。 

 
  ［略］ 

２ ［略］ 
３ 市長は、石綿排出等工事を施工する者が当該石 

綿排出等工事において作業実施基準又は敷地境界 
基準を遵守していないと認めるときは、当該石綿 
排出等工事の受注者又は自主施工者に対し、期限 
を定めて、作業実施基準に従うべきことを勧告し、

又は当該石綿排出等作業の一時停止を勧告するこ 
とができる。 

 
 （発注者の配慮） 
第７０条 建設工事の発注者は、当該建設工事の施

工者に対して、設計図書の提供その他の当該建設

工事に係る建築物等における石綿含有建築材料の

使用の状況に関する情報の提供に努めなければな

らない。 
２ 石綿排出等工事の発注者は、当該石綿排出等工

事を施工する者に対し、施工方法、工期、工事費

その他当該石綿排出等工事の請負契約に関する事

項について、作業実施基準又は敷地境界基準の遵

守を妨げるおそれのある条件を付さないように配

慮しなければならない。 
 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第５５条の改正は、同年



 

６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市生活環境の保全に関する条例第６１条、第６

２条、第６５条及び第７０条の規定は、この条例の施行の日から起算して１４日を

経過する日以後に着手する建設工事（大気汚染防止法の一部を改正する法律（令和

２年法律第３９号）による改正前の大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第

１８条の１５第１項又は第２項の規定による届出がされた特定粉じん排出等作業に

係る建設工事であって、同日前に着手していないもの（以下「届出がされた未着手

の工事」という。）を除く。）について適用し、同日前に着手した建設工事（届出

がされた未着手の工事を含む。）については、なお従前の例による。 


